
  
 

全国消費実態調査に係る統計法第７条第１項の承認申請事項（案）新旧対照表 
 

改 正 案 現   行 変更理由 
１ 目的、事項、範囲、期日及び方法 

(3) 範囲 

ア 調査の地域 

甲調査にあっては総務大臣の指定する地域

（すべての市及び約220町村）における平成17

年国勢調査調査区のうち、総務大臣が指定す

る約8,700調査区とする。 

乙調査にあっては家計調査の調査対象地域

となっている168市町村における平成17年国

勢調査調査区のうち、総務大臣が指定する各

月約450調査区とする。 

イ 調査の対象 

甲調査にあっては総務大臣の定める方法に

より市町村長が選定した約56,800世帯（単身

者の世帯の約4,400世帯を含む。以下「甲調査

世帯」という。）とする。 

乙調査にあっては総務大臣の定める方法に

より都道府県知事が選定した約670世帯（以下

「乙調査世帯」という。）の世帯員とする。 

(4) 期日 

全国消費実態調査は、直前の全国消費実態調査を

行った年から５年目に当たる年に行う。 

１ 目的、事項、範囲、期日及び方法 

(3) 範囲 

ア 調査の地域 

甲調査にあっては総務大臣の指定する地域

（すべての市及び約460町村）における平成12

年国勢調査調査区のうち、総務大臣が指定す

る約9,200調査区とする。 

乙調査にあっては家計調査の調査対象地域

となっている168市町村における平成12年国

勢調査調査区のうち、総務大臣が指定する各

月約450調査区とする。 

イ 調査の対象 

甲調査にあっては総務大臣の定める方法に

より市町村長が選定した約59,400世帯（単身

者の世帯の約5,000世帯を含む。以下「甲調査

世帯」という。）とする。 

乙調査にあっては総務大臣の定める方法に

より都道府県知事が選定した約670世帯（以下

「乙調査世帯」という。）の世帯員とする。 

(4) 期日 

調査は、平成11年及び同年から５年ごとに行う。

甲調査は、実施年の９月、10月及び11月の３か月

 
 
 
 
○ 市町村合併に伴う調査対象町村数

の変更 
○ 調査区設定に係る国勢調査実施年

の変更及び市町村合併に伴う調査対

象世帯数の変更 
 

 
 
 
○ 市町村合併に伴う調査対象世帯数

の変更 
 
 

 
 
 
○ 他調査と横並びの記述への変更 
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改 正 案 現   行 変更理由 

甲調査は、実施年の９月、10月及び11月の３か月

間について行う。ただし、単身者の世帯は、10月及

び11月の２か月間について行う。 

乙調査は、実施年の９月、10月及び11月のうち１

か月間について行う。 

(5) 方法 

 ア 調査の流れ 

(ｱ) 甲調査 

甲調査は、総務省－都道府県－市町村－統計

調査員（又は民間事業者）の流れにより行う。

(ｲ) 乙調査 

乙調査は、総務省－都道府県－統計調査員の

流れにより行う。 

  イ 統計調査員 

(ｱ) 統計調査員は、甲調査にあっては市町村長の

調査実施上の指導、乙調査にあっては都道府県

知事の指揮監督を受けて、担当調査区内にある

甲調査世帯又は乙調査世帯に係る調査票の配

布及び取集、関係書類の作成並びにこれらに附

帯する事務（以下「調査員事務」という。）を

行う。 

(ｲ) 「(ｱ)」の規定にかかわらず、都道府県知事

の指定する統計調査員（以下「指導員」という。）

は、甲調査にあっては市町村長の調査実施上の

指導、乙調査にあっては都道府県知事の指揮監

間について行う。ただし、単身者の世帯は、10月及

び11月の２か月間について行う。 

 

乙調査は、実施年の９月、10月及び11月のうち１

か月間について行う。 

(5) 方法 

 ア 調査の流れ 

(ｱ) 甲調査 

甲調査は、総務省－都道府県－市町村－統計

調査員の流れにより行う。 

(ｲ) 乙調査 

乙調査は、総務省－都道府県－統計調査員の

流れにより行う。 

  イ 統計調査員 

(ｱ) 統計調査員は、甲調査にあっては市町村長の

調査実施上の指導、乙調査にあっては都道府県

知事の指揮監督を受けて、担当調査区内にある

甲調査世帯又は乙調査世帯に係る調査票の配

布及び取集、関係書類の作成並びにこれらに附

帯する事務を行う。 

 

(ｲ) 「(ｱ)」の規定にかかわらず、都道府県知事

の指定する統計調査員（以下「指導員」という。）

は、甲調査にあっては市町村長の調査実施上の

指導、乙調査にあっては都道府県知事の指揮監

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 民間事業者が実地調査に係る業務

を行うことを可能とするため調査の流

れに係る記述を変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
改 正 案 現   行 変更理由 

督を受けて、統計調査員（指導員を除く。以下

「調査員」という。）に対する指導、調査票そ

の他の関係書類の検査及びこれらに附帯する

事務（以下「指導員事務」という。）を行うも

のとする。 

(ｳ) 「(ｱ)」及び「(ｲ)」の規定にかかわらず、特

別の事情により調査員が「(ｱ)」の事務の一部

を行うことができないときは、市町村長の定め

るところにより、指導員が当該事務を行うもの

とする。 

ウ 民間事業者 

(ｱ) 甲調査にあっては市町村長から実地調査に

係る業務を受託した民間事業者は、当該市町村

長の担当調査区内の実地調査を当該市町村長

に代わり行う。 

(ｲ) 民間事業者及びその民間事業者に用いられ

る者は、定められた仕様書等に基づき、統計調

査員に代わり、調査員事務及び指導員事務を行

う。 

  エ 調査の方法 

    調査は、甲調査にあっては調査員（イの「(ｳ)」

の規定により調査員の事務の一部を行う指導員

を含む。以下「調査員等」という。）又は調査員

事務を民間事業者に委託して行う場合の当該民

間事業者及びその民間事業者に使用される者（以

督を受けて、統計調査員（指導員を除く。以下

「調査員」という。）に対する指導、調査票そ

の他の関係書類の検査及びこれらに附帯する

事務を行うものとする。 

 

(ｳ) 「(ｱ)」及び「(ｲ)」の規定にかかわらず、特

別の事情により調査員が「(ｱ)」の事務の一部

を行うことができないときは、市町村長の定め

るところにより、指導員が当該事務を行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 調査の方法 

    調査は、調査員（イの「(ｳ)」の規定により調

査員の事務の一部を行う指導員を含む。以下「調

査員等」という。）が調査票を担当調査区内の甲

調査世帯又は乙調査世帯ごとに配布し、及び取集

し、並びに質問することにより行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 市町村長から実地調査に係る業務

を受託した民間事業者が、当該市町村

長の担当調査区の実地調査に係る業務

の全部又は一部を行うことを可能とす

るための記述を追加 
 
 
 
 
○ 民間事業者が実地調査に係る業務

を行うことを可能とするための記述を

追加 
 
 



  
改 正 案 現   行 変更理由 

下「民間事業者等」という。）が調査票を担当調

査区内の甲調査世帯ごとに配布し、及び取集し、

並びに質問することにより行い、乙調査にあって

は調査員等が調査票を担当調査区内の乙調査世

帯ごとに配布し、及び取集し、並びに質問するこ

とにより行う。 

    また、乙調査世帯に係る年間収入に関する事項

並びに世帯及び世帯員に関する事項の調査につ

いては、総務大臣が、家計調査の調査票を転写し

た電磁的記録から当該世帯の年間収入に関する

事項並びに世帯及び世帯員に関する事項を記録

することにより行う。 

  オ 申告の方法 

(ｱ) 申告は、甲調査にあっては甲調査世帯の世帯

主が様式第１号、第２号及び第５号から第７号

に、乙調査にあっては乙調査世帯の世帯主が様

式第３号に、乙調査世帯の18歳以上の世帯員が

様式第４号に記入することにより行う。 

ただし、調査票に記入する事項のうち一部の

調査事項については、甲調査にあっては調査員

等又は民間事業者等が記入し、乙調査にあって

は調査員等が記入するものとする。  

(ｲ) 甲調査世帯の世帯主に準ずる者及び乙調査

世帯の世帯主又はこれに準ずる者は、申告すべ

き者に代わって申告を行うことができる。 

     

 

 

 

 

 

また、乙調査世帯に係る年間収入に関する事項

並びに世帯及び世帯員に関する事項の調査につ

いては、総務大臣が、家計調査の調査票を転写し

た電磁的記録から当該世帯の年間収入に関する

事項並びに世帯及び世帯員に関する事項を記録

することにより行う。 

  エ 申告の方法 

(ｱ) 申告は、甲調査にあっては甲調査世帯の世帯

主が様式第１号、第２号及び第５号から第７号

に、乙調査にあっては乙調査世帯の世帯主は様

式第３号に、乙調査世帯の18歳以上の世帯員は

様式第４号に記入することにより行う。 

  ただし、調査票に記入する事項のうち一部の

調査事項については、調査員等が記入するもの

とする。 

 

(ｲ) 甲調査世帯の世帯主に準ずる者及び乙調査

世帯の世帯主又はこれに準ずる者は、申告すべ

き者に代わって申告を行うことができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 民間事業者が実地調査に係る業務

を行うことを可能とするための記述を

追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
改 正 案 現   行 変更理由 

(ｳ) 総務大臣が指定する調査区の甲調査世帯に

ついては、総務省の使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。以下同じ。）と、提出しよう

とする者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用し

て調査票の記入を行うことができる。 

 

２ 集計事項及び集計方法 

(1) 方法 

ア 甲調査にあっては次の事項について、総世帯、

二人以上の世帯及び単身者の世帯ごとに、全国

及び地域別並びに世帯の特性別に集計する。な

お、詳細については、別表に示すとおりである。

(ｱ) 項目別収入と支出に関する事項 

(ｲ) 品目別支出に関する事項 

(ｳ) 購入地域、購入先及び購入形態別品目別支出

に関する事項 

(ｴ) 主要耐久消費財に関する事項 

(ｵ) 年間収入に関する事項 

(ｶ) 貯蓄現在高及び借入金残高に関する事項 

(ｷ) 住宅及び宅地に関する事項 

(ｸ) 各種世帯属性別世帯の分布に関する事項 

 

５ 経費の概算 

平成21年度経費約27億60百万円（平成22年度分

 

 

 

 

 

 

 

２ 集計事項及び集計方法 

(1) 方法 

ア 甲調査にあっては次の事項について、総世帯、

二人以上の世帯及び単身者の世帯ごとに、全国

及び地域別並びに世帯の特性別に集計する。な

お、詳細については、別表に示すとおりである。

(ｱ) 項目別収入と支出に関する事項 

(ｲ) 品目別支出に関する事項 

(ｳ) 購入先、購入形態別品目別支出に関する事項

 

(ｴ) 主要耐久消費財に関する事項 

(ｵ) 年間収入に関する事項 

(ｶ) 貯蓄現在高及び借入金残高に関する事項 

(ｷ) 住宅及び宅地に関する事項 

(ｸ) 各種世帯属性別世帯の分布に関する事項 

 

５ 経費の概算 

平成16年度経費約27億63百万円（平成17年度分

○ 調査票のWebからのオンライン提
出を可能とすることによる記述の追

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 調査事項の変更に伴う集計事項の

変更 
 
 
 
 
 
 
○ 平成21年調査に係る予算額の変更 
 



  
改 正 案 現   行 変更理由 

は未定） は未定） 

 




